
岸田文雄首相は、「日商の小林会頭から、中
小企業も、大いに投資・賃上げに取り組んで
いることを示していただいた」と述べるととも
に、民間の投資拡大に向けては、「国が呼び水
となって、GXやDXなどの社会課題の解決を成
長エンジンとして、民間企業の投資を呼び込
んでいく」との考えを表明。「政府による支援
が投資として
効果を発揮す
るよう、適切
に執行してい
く」と述べ、投
資拡大に意欲
を示した。
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国内投資拡大のための官民連携フォーラム

最低賃金に関する要望

政府支援、「骨太」に反映

中小３団体で共同要望

日本商工会議所の小林健会頭は４月６日、
首相官邸で開催された「第２回国内投資拡大
のための官民連携フォーラム」に出席した。
小林会頭は、政府に対して、中小企業にお

ける新事業展開など攻めの投資拡大への後押
し、持続的な賃上げに向けた企業の負担増に
つながる措置への慎重な対応、円滑な価格転
嫁に向けた各地の官民連携による取り組みの
後押し、労務費転嫁に関するガイドライン策定
など価格転嫁へのさらなるモメンタム醸成の
着実な推進などを要請。「国内投資拡大により、
地方に良質な雇用を創出し、所得向上など経
済の好循環を図ることが、少子化対策にも有
効」との考えを示した。

日本商工会議所の小山田隆労働委員長は４
月21日、小林洋司厚生労働審議官を訪問。中
小企業３団体連名の「最低賃金に関する要望
～中央・地方最低賃金審議会においてデータ
による明確な根拠に基づく納得感のある審議
決定を～」と東京商工会議所との連名による
「最低賃金に関する要望」を手渡し、要望内容
の実現を強く求めた。
小山田委員長は、全国47都道府県の審議会

で指標・データによる明確な根拠の下、納得
感のある額の決定がなされるよう働き掛けを
要望。小林審議官は、「労使で丁寧に議論を積
み重ねて結論を導くことができるよう真摯に対
応する」と述べた。
要望書では、「法に定める三要素（生計費、賃

金、支払い能力）に基づき、データによる明確な
根拠の下、納得感のある審議決定を」「最低賃
金が目指す水準などについて政府方針を示す
場合には、労使双方の代表が参加する場での
議論を」「中小企業が自発的・持続的に賃上げ
できる環境整備の推進を」の３点を強調。日
商・東商の要望では、企業の人手不足につなが
る「年収の壁」問題
の解消、地域の経済
実態に基づいたラン
ク制の堅持、改定後
の最低賃金に対応す
るための十分な準備
期間の確保の３点の
実現も求めている。

2023年５月発行

小林会頭（左）と会合で発言する岸田首相

小林厚生労働審議官（右）に要望書を手交
する小山田労働委員長
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日本商工会議所発行の旬刊紙・月刊誌のご案内

日本商工会議所発行の月刊ビジネス情報
誌。経営や地域活性化のヒントになる好
事例を紹介する特集や各界で活躍する著
名人の素顔に触れる「あの人を訪ねたい」
など、厳選の企画・連載が目白押しです。

日本商工会議所が月３回発行する
新聞。日商や全国各地の商工会議
所の政策提言や事業活動をはじめ、
ビジネスに役立つ情報が満載です。

月３回発行（１日、11日、21日）
１部139円  
年間購読料4,400円（送料・税込）

毎月10日発行
１部535円  年間購読料5,700円（送料・税込）

日本商工会議所の
ビジネス情報誌

地域・中小企業を元気にする

お問い合わせ先

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

令和４年12月10日発行（毎月１回10日発行）第42巻
第９号　通巻511号　昭和55年８月20日第三種郵便物認可

リーダーの横顔

杉下 秀幸　
宇部商工会議所 会頭 
UBE株式会社 顧問

あの人を訪ねたい

今村 翔吾
歴史小説・時代小説家

こうしてヒット商品は生まれた！

「ハクキンカイロ」
ハクキンカイロ

特集2
ナンバーワン企業の
世界戦略

日本商工会議所創立100周年

特集1

日本商工会議所
新体制スタート

リーダーの横顔

前嶋 康夫　
東金商工会議所 会頭 
株式会社竹屋 取締役会長

あの人を訪ねたい

鈴木 祥蔵
長楽寺住職

こうしてヒット商品は生まれた！

「wemo paper flip board」
コスモテック

特集2
2023年の
日本の展望と
世界経済の行方

日本商工会議所創立100周年
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プの適切な実施と就職・採用活動の日程など
の遵守徹底を広く経済団体に呼び掛けている。
要望内容のポイントは、広報活動開始が卒
業・終了年度に入る直前の３月１日以降、採用
選考活動開始が卒業・終了年度の10月１日以
降と明示。また、25年度以降は、情報開示な
ど一定の要件を満たすインターンシップを通
じて専門性を判断された学生に限り、３月から
の採用選考を可能とすると明言した。

2023年５月発行

小倉大臣らと会談

就活におけるオワハラ防止など政府要請
日本商工会議所の小林健会頭はこのほど、
日本経済団体連合会の十倉雅和会長と共に小
倉將信内閣府特命大臣（共生社会担当）と会
談し、「2024年度卒業・修了予定者などの就職・
採用活動に関する要請」を受け、全国の会員
企業などへの周知に協力していく考えを示し
た。小倉大臣は、内定前に他社での就活をやめ
るよう強要する「オワハラ」防止の徹底をはじ
め、学生が安心して就職活動に取り組めるよう
採用・選考に関するルールの遵守などを要請。
相談窓口の設置など、学生からの苦情・相談を
処理するための体制整備・改善向上を求めた。
政府による経済団体への要請は、学生が学

業に専念し、安心して就職活動に取り組める
環境をつくることが重要との認識の下、2018
年度以降、実施しているもの。就職・採用活
動の日程が一部で早期化し、学生の就職活動
期間が長期化する傾向にあること、また、イン
ターンシップなどを契機として、就職・採用活
動の日程より前に実質的な就職・採用活動が
行われる事例もあることから、インターンシッ 小倉大臣（中央）から要請文を受領した小林会頭（左）と経団連・十倉会長


